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○公衆浴場法施行細則 

昭和六十一年八月二日 

山口県規則第六十六号 

公衆浴場法施行細則をここに公布する。 

公衆浴場法施行細則 

公衆浴場法施行細則（昭和二十三年山口県規則第八十九号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第一条 この規則は、公衆浴場法（昭和二十三年法律第百三十九号。以下「法」という。）

の施行について、公衆浴場法施行規則（昭和二十三年厚生省令第二十七号。以下「省令」

という。）及び公衆浴場の設置場所の配置及び衛生等に必要な措置の基準に関する条例（平

成六年山口県条例第一号。以下「条例」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（平六規則五七・一部改正） 

（営業許可の申請） 

第二条 省令第一条の申請書は、公衆浴場営業許可申請書（別記第一号様式）によらなけれ

ばならない。 

２ 省令第一条第五号の知事が定める事項は、条例第三条第一項各号のいずれかに該当する

ことの有無及び該当するときは、その内容とする。 

３ 第一項の申請書には、省令第一条第一号に掲げる書類のほか、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

一 付近の見取図（公衆浴場の周囲三百メートルの区域内に既設の公衆浴場がある場合に

あつては、当該公衆浴場を記載したもの） 

二 建物配置図 

三 各階平面図 

四 脱衣室及び浴室の断面図 

五 二面以上の立面図 

六 入浴の用に供する湯水の給水経路及び排水経路を明らかにした図面 

七 条例第四条第二項第十九号に規定する衛生管理に関する事項を定めた要領 

八 水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第二項に規定する水道事業の用に供

する水道、同条第六項に規定する専用水道及び同条第七項に規定する簡易専用水道によ

り供給される水（以下「水道水等」という。）以外の水を入浴又は飲用に供する場合に
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あつては、第九条に規定する事項について同条に規定する方法により実施した水質検査

の成績書の写し 

（平六規則五七・平一五規則八二・令三規則七二・一部改正） 

（距離の測定方法） 

第三条 条例第三条第一項に規定する距離は、新たに法第二条第一項の許可を受けて経営し

ようとする一般公衆浴場の出入口と既設の一般公衆浴場の出入口との間の直線距離を測

定するものとする。 

（平六規則五七・追加） 

（承継の届出） 

第四条 省令第二条第一項、省令第三条第一項又は省令第三条の二第一項の届書は、公衆浴

場営業承継届（別記第二号様式）によらなければならない。 

（平六規則五七・旧第三条繰下、平一三規則三八・一部改正） 

（変更の届出） 

第五条 省令第四条の規定による公衆浴場営業許可申請書又は公衆浴場営業承継届の記載

事項の変更の届出をしようとする者は、公衆浴場営業許可申請書記載事項変更届（別記第

三号様式）又は公衆浴場営業承継届記載事項変更届（別記第三号様式）に省令第一条第一

号及び第二条第三項各号に掲げる書類（変更に係るものに限る。）を添えて、公衆浴場の

所在地を管轄する保健所の長（以下「所轄保健所長」という。）に提出しなければならな

い。 

（平六規則五七・旧第四条繰下） 

（停止等の届出） 

第六条 省令第四条の規定による営業の全部又は一部の停止又は廃止の届出をしようとす

る者は、公衆浴場営業停止届（別記第四号様式）又は公衆浴場営業廃止届（別記第四号様

式）を所轄保健所長に提出しなければならない。 

（平六規則五七・旧第五条繰下） 

（水質基準） 

第七条 条例第四条第二項第三号の規則で定める基準は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定めるとおりとする。ただし、温泉又は井戸水を入浴の用に供する場合

において、第一号ロからホまで並びに第二号ロ及びハの基準の全部又は一部を適用するこ

とが困難であり、かつ、公衆衛生上支障がないと認められるときは、これらの基準の全部

又は一部を適用しないことができる。 
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一 入浴の用に供する湯水のうち、浴槽内の湯水（以下「浴槽水」という。）以外の湯水 

次に掲げる要件を満たすこと。 

イ 大腸菌は、検出されないこと。 

ロ 全有機炭素の量は、一リットルにつき三ミリグラム以下であること。ただし、当該

数値によることが適当でないと認められる場合には、過マンガン酸カリウム消費量が

一リットルにつき十ミリグラム以下であること。 

ハ 水素イオン濃度は、水素指数五・八以上八・六以下であること。 

ニ 色度は、五度以下であること。 

ホ 濁度は、二度以下であること。 

ヘ レジオネラ属菌は、検出されないこと。 

二 浴槽水 次に掲げる要件を満たすこと。 

イ 大腸菌群数は、一ミリリットルにつき一個以下であること。 

ロ 全有機炭素の量は、一リットルにつき八ミリグラム以下であること。ただし、当該

数値によることが適当でないと認められる場合には、過マンガン酸カリウム消費量が

一リットルにつき二十五ミリグラム以下であること。 

ハ 濁度は、五度以下であること。 

ニ レジオネラ属菌は、検出されないこと。 

（平一五規則八二・全改、令三規則七二・一部改正） 

（残留塩素濃度の基準） 

第八条 条例第四条第二項第五号の規則で定める濃度は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める濃度とする。 

一 遊離残留塩素濃度 通常の状態において一リットルにつき〇・四ミリグラムとし、か

つ、一リットルにつき最大一ミリグラムを超えない濃度 

二 結合残留塩素濃度 一リットルにつき三ミリグラムの濃度 

（令三規則七二・全改） 

（水質検査） 

第九条 条例第四条第二項第十八号の水質検査（以下「水質検査」という。）は、飲用に供

する湯水にあつては別表の一の項から五の項まで、六の項又は七の項及び八の項から十二

の項までの中欄に掲げる事項、入浴の用に供する湯水（浴槽水を除く。）にあつては同表

の二の項、六の項又は七の項、八の項及び十一の項から十三の項までの中欄に掲げる事項

（第七条ただし書の規定により同条第一号ロからホまでの基準の全部又は一部を適用し
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ないことができる場合にあつては、当該基準に係る事項を除く。）、浴槽水にあつては同

項の中欄に掲げる事項について、それぞれ同表の下欄に掲げる方法により行うものとする。 

２ 水道水等を使用しており、かつ、循環させていない浴槽水にあつては、前項の規定にか

かわらず、水質検査を行わないことができる。 

３ 水質検査の回数は、次の各号に掲げる湯水の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めると

おりとする。 

一 入浴又は飲用に供する湯水（浴槽水を除く。）及び浴槽水（毎日入れ替えているもの

に限る。） 一年に一回以上 

二 前号に規定する浴槽水以外の浴槽水 一年に二回以上（浴槽水を消毒するときに塩素

系薬剤を使用していない場合にあつては、一年に四回以上） 

（平一五規則八二・追加、令三規則七二・一部改正） 

（患者入浴許可の申請） 

第十条 法第四条ただし書の規定による許可を受けようとする者は、患者入浴許可申請書

（別記第五号様式）を所轄保健所長に提出しなければならない。 

（平六規則五七・旧第六条繰下、平一五規則八二・旧第八条繰下） 

（報告） 

第十一条 法第二条第一項の許可を受けた者（施設のしゆん工前に同項の許可を受けた者に

限る。）は、施設がしゆん工したときは、遅滞なく、その旨を所轄保健所長に報告しなけ

ればならない。 

２ 営業者は、水質検査の結果、第七条の基準を超えていた場合には、遅滞なく、その旨を

所轄保健所長に報告しなければならない。 

３ 営業者は、当該営業者が経営する公衆浴場を利用した者がレジオネラ症に感染し、又は

その疑いがあることを知つたときは、遅滞なく、その旨を所轄保健所長に報告しなければ

ならない。 

（平六規則五七・旧第七条繰下、平一五規則八二・旧第九条繰下・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の公衆浴場法施行細則の規定により提出されている書

類は、改正後の公衆浴場法施行細則の相当規定により提出されたものとみなす。 
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附 則（平成二年規則第二二号） 

この規則は、平成二年四月一日から施行する。 

附 則（平成六年規則第五七号） 

この規則は、平成六年七月一日から施行する。 

附 則（平成一〇年規則第四五号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成一三年規則第三八号） 

この規則は、平成十三年四月一日から施行する。 

附 則（平成一五年規則第八二号） 

この規則は、平成十五年十二月一日から施行する。 

附 則（令和元年規則第二号） 

この規則は、令和元年七月一日から施行する。 

附 則（令和三年規則第三号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和三年規則第七二号） 

この規則は、令和三年八月一日から施行する。 

別表（第九条関係） 

（令三規則七二・追加） 

項 事項 方法 

一 一般細菌 標準寒天培地法 

二 大腸菌 特定酵素基質培地法 

三 亜硝酸態窒素 イオンクロマトグラフによる一斉分析法 

四 硝酸態窒素及び

亜硝酸態窒素 

イオンクロマトグラフによる一斉分析法 

五 塩化物イオン イオンクロマトグラフによる一斉分析法又は滴定法 

六 全有機炭素の量 全有機炭素計測定法 

七 過マンガン酸カ

リウム消費量 

滴定法 

八 水素イオン濃度 ガラス電極法 

九 味 官能法 

十 臭気 官能法 
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十一 色度 比色法又は透過光測定法 

十二 濁度 比濁法、透過光測定法、積分球式光電光度法、散乱光測定法又は透

過散乱法 

十三 レジオネラ属菌 冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮法 
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別記第１号様式（第２条関係） 

（平６規則57・全改、平10規則45・平13規則38・平15規則82・令元規則２・令３

規則３・令３規則72・一部改正） 

第２号様式（第４条関係） 

（平６規則57・平10規則45・平13規則38・令元規則２・令３規則３・一部改正） 

第３号様式（第５条関係） 

（平６規則57・平10規則45・平15規則82・令元規則２・一部改正） 

第４号様式（第６条関係） 

（平６規則57・平10規則45・令元規則２・一部改正） 

第５号様式（第10条関係） 

（平６規則57・平10規則45・平13規則38・平15規則82・令元規則２・令３規則３・

一部改正） 

 


